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デジタル田園都市国家構想総合戦略の全体像

※デジタル田園都市国家構想総合戦略（令和４年12月23日閣議決定）概要より抜粋 1



地方創生テレワークに関する施策
デジタル田園都市国家構想交付金

デジタル実装タイプ 地方創生テレワーク型（※）
（令和５年度補正予算360億円の内数）

「転職なき移住」を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテラ
イトオフィスの整備・利用促進等に取り組む地方公共団体を支援

交付金の特徴
 補助率 2/3(高水準タイプ）
 補助率 1/2（標準タイプ）

 自治体施設整備に加え、民
間施設整備・進出企業の支
援が可能。

 ハード／ソフト経費の一体的
な執行

 サテライトオフィスの整備支援
等だけでなく、「進出企業定
着・地域活性化支援事業」
も措置

交付金の特徴

➀自治体運営施設の整備・利用促進
施設整備 最大9,000万円/1施設
利用促進 最大1,200万円/1自治体

②民間運営施設の整備・利用促進
同上

③既存施設の拡充・利用促進
最大1,200万円/1自治体

④進出企業への支援
最大100万円/1社

⑤進出企業定着・地域活性化の支援
最大3000万円/1事業

※金額はすべて事業費ベース

事業メニュー

採択事例（R２補正）：兵庫県南あわじ市

企業版ふるさと納税
＜制度概要＞

○ 令和４年度寄附実績は、前年度に引き続き
金額・企業数ともに大きく増加。
(金額は前年度比約1.5倍の約341.1億円、
企業数は約1.5倍の4,663社)

○ 地方公共団体が行う地方創生の取組に対して企業が寄附を行った場合に、寄附額
の最大約９割の法人関係税の軽減が受けられる仕組み

＜寄附を活用したサテライトオフィスの整備＞
○ 寄附企業への経済的な見返りは禁止されているが、公募を通じて、寄附企業以
外の者も同じ条件でその施設の利用が可能であったのであれば、寄附企業が寄
附を活用して整備したサテライトオフィスを利用することが可能。（ルールを明確
化）
＜活用事例＞
（石川県能登町）
・ 町と地域金融機関、財務局が対話を重ねて事業を企画
し、サテライトオフィスを兼ねたテレワーク施設を運営するとと
もに、ワーケーションの誘致に取り組む。
・ 宿泊施設がワーケーションプランを販売開始し、都市部の
社会人が能登町を訪れる新たな流れを作り、関係人口の
創出に取り組む。

地方創生テレワーク推進事業
〇自治体や企業等による地方創生テレワークの取組を一層推進するため、以下のとおり普及啓発・機運醸成に向けた取組を実施。
－地方創生テレワークの推進に役立つ情報（自治体の整備するサテライトオフィス情報等）を提供する
ポータルサイトや、自治体や企業等からの相談対応窓口の運営

－地方創生テレワークに取り組む企業等を「見える化」する自己宣言運動や、優れた取組を実施する企業・団体等と、
当該企業・団体等と深く連携を行う自治体に対する表彰制度（地方創生テレワークアワード）の実施
※令和５年度の地方創生テレワークアワードにおいては、地方創生担当大臣賞６件を表彰 2

（※）デジタル田園都市国家構想交付金 地方創生拠点整備タイプも地方公共団体が実施するサテライトオフィス整備に活用可能。



「転職なき移住」を実現し、地方への新たなひとの流れを創出するため、サテライトオフィスの整備・利用
促進等に取り組む地方公共団体を支援します

進出企業地元企業・団体

①自治体運営施設を整備 ③既存施設の拡充・利用促進

④企業の進出支援

働く環境の整備

施設の利活用促進

進出企業
支援

事業費 最大1,200万円／団体

進出支援金
最大100万円／社

既存施設の拡充・利用促進で
地域に企業を呼び込みたい

施設を開設して、地域に企業を呼び込みたい

施設整備・運営 事業費 最大9,000万円／施設
利活用促進 事業費 最大1,200万円／団体

①↔②組合わせ可
（最大３施設）

施設整備・利用促進事業

⑤進出企業定着・地域活性化の支援

事業費 最大3,000万円／事業
本交付金を活用した施設や自治体独自の取組により整備された施設の
進出企業と地元企業等との連携事業を支援

②民間運営施設整備を支援

施設の利用企業を支援して地域への企業進出を促進

施設の利活用促進ＯＲ
①・②
または③ 視察・お試しツアー、

ビジネスマッチング、
Web 広報 等

補助率 2/3（高水準タイプ）
補助率 1/2（標準タイプ）

＋ ＋

＋

＋

進出支援事業

進出企業定着・地域活性化支援事業

①②③とセット申請

補助率 2/3
補助率 1/2

補助率一律 1/2

④単独での
申請

補助率
一律 1/2

地方創生テレワーク型：制度概要
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地方創生テレワーク型 R5補正における制度の変更点

1 補助率
 施設整備・利用促進事業（①～④事業）の高水準タイプの補助率は「2/3」とする。（高水準タイプ：2/3、標準タ
イプ：1/2）

 進出支援事業（④事業）については、①～③事業とセットで申請する場合の補助率は、①～③事業に連動すること
とし、進出支援事業単独で申請する場合の補助率は、一律1/2とする。

 進出企業定着・地域活性化支援事業（⑤事業）の補助率は、一律1/2とする。

2 過年度交付団体の再申請
 本交付金の①・②事業を実施した翌年度に、①・②事業で整備したサテライトオフィス等を対象として③サテライトオフィ
ス等活用促進事業の申請を可能とする。（ただし、①・②事業実施時にプロジェクト推進費(プロモーション経費)を交
付対象としていない場合に限る。）

 ④進出支援事業について、本交付金の①～③事業を実施した翌年度のみ、④事業単独での申請を可能とする。
※R5補正の対象となるのは、R4補正で①～③事業を実施している自治体のみ。

３ 進出企業定着・地域活性化支援事業の支援対象
 自治体独自の取組により整備されたサテライトオフィス等に進出する企業が地元企業と連携する事業であっても申請を
可能とする。

４ マイナンバーカードの普及率による加点措置の廃止
 R4補正地方創生テレワーク型の審査においては、マイナンバーカードの普及率に応じた加点措置を設けていたが、R5補
正の審査においては、当該加点措置は廃止する。

５ ②サテライトオフィス等開設支援事業における国の交付上限額
 民間事業者が実施するサテライトオフィス等の開設を本交付金で支援する場合、国の交付上限額を設け、その範囲内
での申請とする。 4



内容 施設整備・利用促進事業
（高水準タイプ）

施設整備・利用促進事業（標準タイプ）
進出企業定着・地域活性化支援事業

進出支援事業（単独申請）

事前相談受付開始 １２月１３日（水）

事前相談提出締め切り １月１２日（金） １月１９日（金）

実施計画提出受付開始 １月２２日（月） １月２９日（月）

実施計画提出締め切り １月２４日（水）１５時 １月３１日（水）１５時

審査 実施計画提出締め切り～２月下旬

都道府県内示・公表 ３月中旬

交付決定 ４月１日（月）

地方創生テレワーク型 スケジュール

5


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	地方創生テレワーク型：制度概要
	地方創生テレワーク型　R5補正における制度の変更点
	地方創生テレワーク型 スケジュール

